
平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金交付要綱
　（趣旨）
第１条　市は、市内の中小企業者等による独自の技術・製品・工芸品の海外における販路拡大及び新規需要開拓を目的に行う国内外で開催される見本市等への出展又は国内外での輸出のための個別商談（以下「補助事業」という。）を支援し、もって本市産業の活性化と発展に資するため、平成２８年度予算の範囲内において、弘前市海外販路開拓支援補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、弘前市補助金等交付規則（平成１８年弘前市規則第５７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
 (1) 見本市等　見本市、展示会又は商談会をいう。
(2) 中小企業者　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。
(3) 市税等

　　ア　補助金の交付を受けようとするもの（以下「申請者」という）が法人である場合申請者に課税されている法人市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税をいう。
　　イ　申請者が個人又は任意団体である場合　申請者（任意団体においては、その代表者個人）に課税されている市県民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料及び後期高齢者医療保険料をいう。
　（補助事業者）
第３条　補助金の交付の対象となるもの（以下「補助事業者」という。）は、次に掲げる要件を満たすものとする。ただし、平成２７年度から平成２８年度までにおいて納付すべき市税等を滞納している者を除く。
　(1) 次のいずれかに該当するもの

ア　市内に主たる事業所を有する中小企業者又は個人事業主
　　イ　市内に主たる事業所を有する者を主な構成員とする組合又は任意団体

　　ウ　その他市長が適当と認めるもの
　(2) 同一年度内において、この要綱に基づく補助金の交付を受けていないものであること。

　(3) 平成２８年度ひろさきブランド販路開拓支援補助金の交付を受けていないものであること。ただし、同補助金の交付を受けて出展する見本市等と異なる見本市等へ出展する場合を除く。
　（補助対象事業等）
第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただし、海外の付加価値税等の還付制度が適用され還付された金額は、補助対象経費から除く。
　（交付申請）
第５条　規則第３条の補助金等交付申請書は、平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金交付申請書（様式第１号）とする。
２　前項の申請書に添付する書類は、次のとおりとする。
　(1) 事業計画書（様式第２号）
　(2) 収支予算書（様式第３号）
３　市長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。
４　第１項の申請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。
　（交付の条件）
第６条　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定を受けた場合において、規則第５条の規定により付された条件とする。
  (1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合は、あらかじめ平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金事業変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出して、その承認を受けること。ただし、軽微な変更については、この限りでない。
  (2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提出して、その承認を受けること。
  (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けること。
　（交付決定）
第７条　規則第６条の補助金等交付決定通知書は、平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金交付決定通知書（様式第６号）とする。
　（申請の取下げ）
第８条　規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期日として市長が定める日は、補助金の交付決定通知書の送付を受けた日の翌日から起算して７日を経過した日とする。
　（実績報告）
第９条　規則第１２条の補助事業等実績報告書は、平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金事業完了（廃止）実績報告書（様式第７号）とする。
２　前項の報告書に添付する書類は、次のとおりとする。
　(1) 事業実績書（様式第８号）
　(2) 収支決算書（様式第９号）
　(3) 領収証、受領証等支払を証明するものの写し
３　市長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。
４　第１項の報告書の提出期限は、補助事業が完了した日（第６条第２号の規定により補助事業の廃止の承認を受けたときは、当該承認を受けた日）から起算して２０日を経過した日とする。
５　第１項の報告書を提出するに当たっては、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。
　（補助金の額の確定通知）
第１０条　規則第１３条の補助金等交付額確定通知書は、平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金交付額確定通知書（様式第１０号）とする。
　（補助金の請求等）
第１１条　補助金の請求は、平成２８年度弘前市海外販路開拓支援補助金請求書（様式第１１号）を市長に提出して行うものとする。
２　補助金は、口座振替により交付する。
　　　附　則
　この要綱は、告示の日から施行し、平成２８年度の補助事業について適用する。
別表（第４条関係）
	補助対象事業
	補助金の額
	補助対象経費

	１．海外で開催される見本市等への出展
	補助対象経費の合計額から市以外の者から交付される補助金の額を控除した額の2分の1に相当する額又は700,000円のいずれか低い額
	１　旅費
２　出展料

（小間料）
３　小間装飾費
   （電気工事等

を含む。）
４　備品借上料
５　印刷製本費
６　運送料
７　保険料
８　通訳料
９　その他市長が
    必要と認める経費
　　（食糧費及び
      人件費を除く。） 

	２．国内で開催される輸出のための見本市等への出展
	補助対象経費の合計額から市以外の者から交付される補助金の額を控除した額の2分の1に相当する額又は300,000円のいずれか低い額。
	

	３．海外における輸出のための個別商談
	補助対象経費の合計額から市以外の者から交付される補助金の額を控除した額の3分の1に相当する額又は300,000円のいずれか低い額。
	

	４．国内における輸出のための個別商談
	補助対象経費の合計額から市以外の者から交付される補助金の額を控除した額の3分の1に相当する額又は150,000円のいずれか低い額。
	

	備考　補助金の額に１円未満の端数があるときは当該端数を切り捨てた額とする。



